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第
１
章

第４節　子供の被害者の支援のための連携

	5	 問題行動に対する連携ブロック協議会

文部科学省においては，犯罪被害者等であ
る児童生徒が問題行動を起こすに至った場合
には，問題行動を起こす個々の児童生徒に着
目して的確な対応を行うため，学校，教育委
員会，関係機関からなるサポートチームの組

織化など，地域における支援システムづくり
を行い，警察庁と共催による「問題行動に対
する連携ブロック協議会」を開催し，各地域
における効果的な取組の普及を図っている
（P92【施策番号188】参照）。

	6	 児童虐待の被害者への対応

警察においては，児童虐待の被害者につい
て，様々な活動の機会を通じ，その早期発見と
児童相談所への確実な通告に努めている。さら
に，平成22年から「匿名通報ダイヤル」の対象

に児童虐待事案を追加している。また，都道府
県知事・児童相談所長による児童の安全確認
や一時保護，立入調査を円滑にするための援
助を実施している（P59【施策番号81】参照）。

	4	 家庭教育支援チーム

文部科学省においては，児童虐待の防止に
も資する取組として，家庭教育支援チームの
組織化等による相談対応，保護者への学習機
会の提供等の家庭教育を支援する活動を推進

している。また，家庭教育が困難な家庭に対
して支援を届ける訪問型アウトリーチ支援手
法の実証研究を進めている（P64【施策番号
90】参照）。

▶
訪問型家庭教育支援の取組（大分県別府市）
～別府市家庭訪問型アウトリーチ支援事業～

別府市では，「保護者の養育能力及び不規則な生活」「児童生徒の特性及び学力不振」等によ
り不登校となり，家庭に引きこもっている児童生徒の家庭に対して，相談体制の充実や情報，
学習機会の提供等，学校や関係機関と連携しながらきめ細かな家庭教育支援を行うことによ
り，家庭教育を支えていく基盤の形成を促進する取組を実施している。
市では実施に当たり，行政関係課，小中学校校長会会長，民生委員・児童委員協議会会長，

学識経験者，家庭教育支援員等による「地域協議会」と，家庭教育支援員，民生委員・児童委
員，学生ボランティア等による「支援チーム」を組織し，「支援チーム」が，「地域協議会」や
家庭，学校からの依頼や情報提供に基づき，下記のような取組を実施している。
⑴　児童生徒に対して，学生ボランティアが家庭を訪問し学習支援
⑵　保護者に対して，家庭教育支援員による支援・啓発
⑶　家庭に対して，民生委員・児童委員等による見守り
平成26年度の実施では，支援を行った児童生徒や保護者に，状況改善につながる良い変化が

見られたこと，また，民生委員・児童委員と学生とが情報を共有することで家庭を地域で支え
る意識が強くなったことなどが成果として挙げられている。今後もこの取組を継続することに
より，いじめや不登校，児童虐待等の未然防止や早期発見，保護者の心の安定による望ましい
親子関係の構築，地域で家庭や子供を見守る体制の構築等が期待されている。
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第1章　特集「途切れることのない必要な支援」

警察から児童相談所に通告した児童の推移
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